
令和８・９年度 市内建設業者格付け基準 

 

 等級 総評定点 評定事項 

土
木
一
式
工
事 

A ９００点以上 

資本金    ： 4,000 万円以上 

技術職員数 ： ７名以上 （うち、１級技術者３名以上） 

許可の種別 ： 特定建設業 

B ８００点～８９９点 

資本金    ： 2,000 万円以上 

技術職員数 ： ３名以上 （うち、１級技術者１名以上） 

許可の種別 ： 特定建設業 

C ７００点～７９９点 技術職員数 ： ２名以上 （うち、２級以上の技術者１名以上） 

D ６００点～６９９点 技術職員数 ： ２名以上 

E ５９９点以下 技術職員数 ： １名以上 

建
築
一
式
工
事 

A ９００点以上 

資本金    ： 4,000 万円以上 

技術職員数 ： ７名以上 （うち、１級技術者３名以上） 

許可の種別 ： 特定建設業 

B ８００点～８９９点 

資本金    ： 2,000 万円以上 

技術職員数 ： ３名以上 （うち、１級技術者１名以上） 

許可の種別 ： 特定建設業 

C ７００点～７９９点 技術職員数 ： ２名以上 （うち、２級以上の技術者１名以上） 

D ６００点～６９９点 技術職員数 ： ２名以上 

E ５９９点以下 技術職員数 ： １名以上 

舗
装
工
事 

A ７５０点以上 技術職員数 ： ３名以上 （うち、１級技術者１名以上） 

B ７４９点以下 技術職員数 ： １名以上 

造
園
工
事 

A ６５０点以上 技術職員数 ： １名以上 

B ６４９点以下 技術職員数 ： １名以上 

 
１．技術職員数は、「経営規模等評価結果・総合評定値通知書」の技術職員数欄に記載されている人数とし、監理

技術者補佐（主任技術者となる資格を有し、一級技士補である者）および基幹技能者は２級技術者として取り扱う

ものとする。 
 

２．前回格付けより等級要件が２等級以上昇級するものは１等級の昇級に留めるが、降級するものは該当する等級に

降級するものとする。 
 

３．新たに格付けされた者は、最下位の等級とする。ただし、前々回の格付けにおいて桜井市の格付け実績がある者

については、今回の基準によって求められた等級を適用するものとする。 
 

４．上表の評定事項を満たさなくなった場合は、速やかに報告しなければならず、その時点から該当する等級に降級

するものとする。 
 

 

 

 

 



 

 

 

 

【総評定点算定基準】 

総評定点は、客観的要素と主観的要素により算定します。それぞれの要素による評定点の合計値が総評定点と

なります。 

 

（１） 客観的要素 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３に定める建設業者の経営事項審査に基づき、「経営規

模等評価結果・総合評定値通知書」の総合評定値（P）を客観的評定点とする。 

 

（２） 主観的要素 

対象期間内の工事成績および入札参加停止に基づいた評定点の合計値を主観的評定点とする。 

 

① 対象期間 

令和５年４月 1 日から令和７年３月３１日までの期間 

（次回は令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの予定） 

 

② 工事成績 

対象期間に元請として、完成かつ引渡しが完了した、桜井市発注の工事成績評定点の平均値（小数点以下切り

捨て）に応じて下表の区分により評定点とする。 

なお、桜井市建設工事成績評定に関する事務処理規程で定める第５号様式で検査を実施した工事については

対象外とする。 
 

各工種の工事成績 

評定点の平均値 
９０点以上 ８９点～７５点 ７４点～６５点 ６４点～５５点 ５４点～５０点 ４９点以下 

評定点 ４０点 ２０点 ０点 －１０点 －２０点 －４０点 

 

③ 入札参加停止 

対象期間において、桜井市建設工事等請負契約に係る入札参加停止措置要綱に基づく入札参加停止措置を

受けた者については、入札参加停止期間（１ヶ月未満切り捨て）に応じて下表の区分により評定点とする。 
 

入札参加 

停止期間 
１ヶ月未満 

１ヶ月以上 

３ヶ月未満 

３ヶ月以上 

６ヶ月未満 

６ヶ月以上 

９ヶ月未満 

９ヶ月以上 

１２ヶ月未満 

１２ヶ月以上 

１８ヶ月未満 

１８ヶ月以上 

２４ヶ月未満 
２４ヶ月以上 

評定点 －５点 －１５点 －３０点 －４５点 －６０点 －９０点 －１００点 －１２０点 

 

 


